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平成25年５月16日（木曜日）

午前10時２分開会

会議に付託された議案等

○概要説明

総合政策部、環境森林部、農政水産部

１．ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ）協

定の概要と本県への影響試算

２．みやざきフードビジネス振興構想につい

て

３．宮崎県新エネルギービジョンについて

○協議事項

１．委員会の調査事項について

２．調査活動方針・計画について

３．県内調査について

４．次回委員会について

５．その他

出席委員（12人）

委 員 長 岩 下 斌 彦

副 委 員 長 星 原 透

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 坂 口 博 美

委 員 中 野  明

委 員 右 松 隆 央

委 員 山 下 博 三

委 員 鳥 飼 謙 二

委 員 新 見 昌 安

委 員 田 口 雄 二

委 員 図 師 博 規

委 員 徳 重 忠 夫

欠 席 委 員（なし）

委員外議員 福 田 作 弥

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 土 持 正 弘

総合政策部次長
永 山 英 也

（政策推進担当）

部 参 事 兼 金 子 洋 士
総 合 政 策 課 長

ﾌｰﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽ推進課長 井 手 義 哉

環境森林部

部 参 事 兼
川 野 美奈子

環 境 森 林 課 長

山村・木材振興課長 河 野 憲 二

山村・木材振興課
石 田 良 行

みやざきスギ活用推進室長

商工観光労働部

産 業 振 興 課 椎 重 明

産 業 振 興 課
冨 山 幸 子

産業集積推進室長

農政水産部

農 政 企 画 課 長 鈴 木 大 造

地域農業推進課長 向 畑 公 俊

地域農業推進課
大久津 浩

連 携 推 進 室 長

農 産 園 芸 課 長 日 髙 正 裕

農 村 計 画 課 長 宮 下 敦 典

農 村 整 備 課 長 河 野 善 充

水 産 政 策 課 長 成 原 淳 一

畜 産 振 興 課 長 押 川 晶

事務局職員出席者

政策調査課主幹 松 浦 好 子

議 事 課 主 査 松 本 英 治

○岩下委員長 おはようございます。それでは、
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ただいまから成長産業・ＴＰＰ対策特別委員会

を開会いたします。

まず、委員席の決定についてでありますが、

ただいま御着席のとおり決定してよろしいで

しょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元に配付の日程（案）をごらんくだ

さい。

本日は、委員会設置後、初の委員会でありま

すので、当委員会の設置目的に関する現状等に

つきまして、総合政策部、農政水産部及び環境

森林部により概要説明をいただいた後、調査事

項及び調査活動方針・計画について御協議をい

ただきたいと思います。

なお、当委員会はテーマが大きいため、今後

御協議いただく調査事項の案件が非常に重要だ

と考えております。そこで、概要説明をいただ

いた後の質疑の時間は20分程度にとどめ、委員

協議の時間を１時間ほどとりたいと考えている

のですが、このように取り進めてよろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、そのように決定いた

します。

では、執行部入室のため、暫時休憩いたしま

す。

午前10時３分休憩

午前10時５分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

本日は、総合政策部、農政水産部、環境森林

部及び商工観光労働部においでいただきました。

初めに、一言御挨拶を申し上げます。

私は、この委員会の委員長に選任されました、

串間市選出の岩下斌彦でございます。

私ども12名がさきの臨時県議会で委員として

選任され、今後１年間、調査活動を実施してい

くことになりました。

本県の経済の活性化のためには、本県の特色

や強みを生かした成長産業を確立させ、それを

伸ばしていくことが大変重要だと考えます。

また、現在、ＴＰＰ協定という大きな国の動

きがありますが、県民の生活に悪影響を及ぼさ

ないように、宮崎県議会としての対応策につい

て検討していきたいと考えております。

当委員会の担う課題を解決するために努力し

てまいりたいと思いますので、御協力をよろし

くお願いいたします。

次に、委員を紹介いたします。

最初に、私の隣が都城市選出の星原透副委員

長です。

続きまして、皆様から見て左側から、西臼杵

郡選出の緒嶋雅晃委員です。

児湯郡選出の坂口博美委員です。

東諸県郡選出の中野明委員です。

都城市選出の山下博三委員です。

宮崎市選出の右松隆央委員です。

続きまして、皆様から見て右側から、宮崎市

選出の鳥飼謙二委員です。

宮崎市選出の新見昌安委員です。

延岡市選出の田口雄二委員です。

児湯郡選出の図師博規委員です。

都城市選出の徳重忠夫委員です。

以上で委員の紹介を終わります。

執行部の皆さんの紹介につきましては、出席

者名簿をいただいておりますので、省略してい

ただいても結構でございます。
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それでは、概要説明をお願いいたします。

○土持総合政策部長 おはようございます。総

合政策部長の土持でございます。どうぞよろし

くお願いいたします。

本日は、総合政策部、それから環境森林部、

農政水産部、加えまして商工観光労働部からも

関係課長が参っております。大勢で参っており

ます。どうぞよろしくお願いをいたします。

近年の本県の経済でございますけれども、皆

様も御承知のとおり、全国的な景気低迷に加え

まして、平成22年の口蹄疫を初めとした各種災

害の影響等によりまして大変厳しい状況にあり

ましたけれども、全体といたしまして持ち直し

の動きが、弱い状況にあるものの、一部では明

るい動きが広がりつつあるといったような報道

がなされているところでございます。

加えまして、宮崎牛の全国和牛能力共進会２

連覇や東九州自動車道の一部開通が前倒しされ

まして、全線開通が目前に迫るなど、明るい兆

しが見え始めております。

これらの景気回復の芽を力強い成長に結びつ

けるために、本年２月に、復興から新たな成長

に向けた基本方針、これを策定いたしまして、

本県の強みを生かした成長産業を核といたしま

して、本格的な回復と将来への揺るぎない産業

基盤の構築を図ることといたしております。

また、ＴＰＰにつきましては、さまざまな面

において県民の生活に影響を与え、特に本県の

基幹産業であります第１次産業への深刻な打撃

が予想されますことから、知事を本部長といた

しますＴＰＰ協定対策本部を立ち上げまして、

全庁的に対応することといたしております。

県といたしましては、成長産業、ＴＰＰのい

ずれにつきましても全庁的に取り組みますこと

はもちろんのこと、市町村や関係団体と連携い

たしまして積極的に取り組んでまいる所存でご

ざいますので、岩下委員長さんを初め、委員の

皆様方の御指導、御支援を賜りますようよろし

くお願いをいたします。

それでは、座らせていただきまして、説明さ

せていただきます。

それでは、今回報告をさせていただきます項

目について御説明をいたします。

お手元にお配りしております「委員会資料」、

めくっていただきまして、資料の目次をごらん

いただきたいと思います。

今回は、御指示のありましたＴＰＰ、フード

ビジネス、新エネルギーについて、その概要を

御説明することといたしております。

まず、総合政策部と農政水産部から、ＴＰＰ

協定の概要と本県への影響試算について、次に、

総合政策部から、みやざきフードビジネス振興

構想について、最後に、環境森林部から、宮崎

県新エネルギービジョンについて、それぞれ御

説明をいたします。

詳細につきましては、それぞれの担当課長に

説明させますので、よろしくお願いをいたしま

す。

私からは以上でございます。

○金子総合政策課長 それでは、お手元の「委

員会資料」、ＴＰＰ協定の概要と本県への影響試

算につきまして、私のほうから御説明をさせて

いただきます。

１番にございますとおり、概要につきまして

は既に御案内かと思いますが、アジア太平洋地

域におきます参加国相互の経済連携を促すとい

うことで、市場アクセス分野のみならず、非関

税分野、投資でありますとか、政府調達であり

ますとか、そのようなさまざまな非関税面を含

む総合的な、包括的な自由貿易協定の一つとい
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うことでございます。

２段目に書いてございますとおり、自由化の

水準は、これまでのＥＰＡと比べますと極めて

高いというふうに考えられておりまして、今部

長からもございましたとおり、本県の基幹産業

であります農林水産業への影響が懸念されると

ころでございます。

２に、国の動向ということで整理してござい

ますが、記載のとおり、３月15日、安倍首相が

交渉参加を表明というのが一つの大きなターニ

ングポイントになったところでございまして、

２つ目のポツにございますとおり、センシティ

ブ品目への特別な配慮などによりまして、悪影

響を最小限にとどめること。そして、守るべき

ものは守り、攻めるものは攻めて、国益にかな

う最善の道を追求すること。そして、あらゆる

努力によりまして、日本の「農」と「食」を守

ること。そして、状況の進展に応じまして、丁

寧に情報提供していきますということを表明な

さったところでございます。

それとあわせまして、（２）にありますとおり、

統一試算ということで、ＧＤＰへの経済効果は

プラスの0.6％、プラス3.2兆円ということでご

ざいますが、その下にありますとおり、農林水

産物の生産減少額が３兆円程度マイナスという

ところが出たところでございます。

さらに、本県の対応を記載してございます。

３月５日に、総理の参加表明前でございますが、

いろいろ動きが慌ただしくなってきたというこ

ともございまして、知事を本部長といたします、

「宮崎県ＴＰＰ協定対策本部」を設置いたしま

した。その席におきまして、知事のほうから、

情報、対策等をしっかり全庁的に共有していこ

うということと、県内の各団体の動向、意見等

についてもしっかり収集して、対策を検討して

いくんだという訓示がされたところでございま

す。

それを受けまして、３月７日でございました

けども、知事、それから当時の外山議長、それ

からＪＡの会長とともに、林農林水産大臣を初

め、あるいは県関係の国会議員の皆様方に対す

る緊急の要望活動を実施したところでございま

す。

箱の中に書いてございますけども、十分な情

報提供、それから関係事業者との丁寧な意見交

換、そして国民的合意を形成していくこと、そ

して拙速な参加表明は回避していただきたいこ

と、これらを強く要望したところでございまし

たが、さきの３月15日に総理の表明があったと

いうことでございます。

また、それを受けまして、３月19日に２回目

の会議を開催をいたしました。この席で、２つ

目にございますとおり、本県農林水産物の影響

額試算を公表したところで、1,254億円の影響が

あるということでございます。これにつきまし

ては、後ほど農政企画課のほうから御説明をさ

せていただきます。

そして、３月22日に、知事は再び緊急要望活

動という形で実施をしたところでございます。

４点書いてございますけども、的確な情報提供

と地方との十分かつ丁寧な対話。さらには、中

山間地域等への影響も考慮しました例外品目と

いうことで、具体的に米、畜産物、集成材等の

確保を初めとする総合的な対策をお願いしたい

ということ。それから、県民の関心が高い残留

農薬とか、食品添加物の基準などの食の安全・

安心基準の堅持ということ。それから、国民生

活に重要な国内制度ということで、公的医療保

険制度等の堅持と、これらを主な項目といたし

まして要望したところでございまして、農水省
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の本県の出身の江藤副大臣、あるいは内閣府の

西村副大臣等に対する要望をいたしました。

ここで、３ページに飛んでいただきまして、

これは、平成22年以降、ＴＰＰ問題が浮上して

以降の経緯をまとめた資料でございまして、白

丸が国の動き、黒丸が県内の動き、二重丸が海

外の動きという形で整理しているところでござ

います。

当初、平成22年11月15日に、県としては初め

て「みやざきの提案・要望」の中で、国民的合

意が得られるまでは、十分かつ慎重な検討をお

願いしたいということを要請しまして、あわせ

て県議会におきましても反対の意見書第１回目

が採択されたところでございます。

それから、23年の９月22日でございますけど

も、これは２回目、県議会での参加反対意見書

が採択されたところでございます。

それから、次の４ページに参りまして、下の

ほうでございますが、県議会におきましての３

回目の意見書が６月26日に採択されたというと

ころでございます。

そして、５ページに参りまして、12月16日に

衆議院選挙があったわけでございますが、６項

目という形が政権公約に入ったところでござい

まして、「聖域なき関税撤廃」を前提にする限り、

交渉参加に反対すること。自動車等の工業製品

の数値目標は受け入れないこと。国民皆保険制

度を守ること。食の安全安心の基準を守ること。

国の主権を損なうようなＩＳＤ条項は合意しな

いこと。政府調達・金融サービス等は、我が国

の特性を踏まえること。この６点が公約という

ことで掲げられたところでございます。

そして、新政権が12月26日に発足したところ

でございまして、明けて平成25年の１月11日で

ございますけども、新政権に対する県としての

要望活動を行ったところでございます。

その後、２月23日に日米共同声明がありまし

て、両国間のセンシティビティの存在、重要品

目の存在、そして一方的に全ての関税を撤廃す

ることをあらかじめ約束することを求められる

ものではないということを確認し合った声明が

出されたところでございます。

そして、一番下にございますが、３月４日、

県議会で４回目となります反対意見書採択とい

う形で、これらの動きを重く受けとめていると

ころでございます。

あと６ページに参りまして、先ほど触れまし

た第１回目の対策本部会議をやったということ

でございます。

そして、３月13日には、これは自民党本部で

ありますが、ＴＰＰの対策委員会で決議という

ことであります。先ほど御説明しました６項目

は、国民との直接の約束であるということと、

３つ目にありますとおり、国民の不安な声とい

う形で、記載のようなことを例示しているとこ

ろでございます。

そして、３月15日に総理が表明をしたという

ことでございまして、右側の７ページでござい

ます。３月19日に２回目を開き、22日にまたさ

らなる要望活動をやったということでございま

すが、それ以降でございますが、４月12日に日

米協議の合意というのが整いまして、包括的で

高い水準の協定を達成していくこと。交渉と並

行して非関税措置にも取り組んでいくこと。そ

して、日本には一定の農産品、米国には工業製

品といったセンシティビティがあることを認識

するという形で、お互いルールづくりに向けて

鋭意交渉に取り組んでいくということが確認さ

れたというところでございます。

記載はしてございませんけども、４月18日に
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は参議院、それから４月19日には衆議院のそれ

ぞれ農林委員会のほうが、交渉に臨むに当たっ

ての決議という形で合意したところ、そういっ

た動きもあったところでございます。

４月20日でございますけど、交渉の11カ国が

日本の交渉参加を承認し、24日に米国政府が議

会に対しまして交渉参加を通知ということで、

いわゆる90日ルールの発動というところでござ

います。

それ以降の動きにつきましては報道によると

ころでございますけども、90日後ということで、

７月23日ぐらいに交渉参加が決定されるのでは

ないかというふうなことと、９月に交渉会合が

あり、また10月のＡＰＥＣで大筋妥結し、年内

が交渉妥結の目途というふうなところが報道さ

れているところでございます。

恐れ入ります、１ページに戻っていただきま

して、４番、今後の対応ということでございま

す。２つ目にございますが、今後、かなり交渉

の進展が急速化していくかと思いますが、適宜

本部会議を開催いたしまして、対策等について

の十分な検討を行います。

また、県議会を初め、県のさまざま関係する

団体等の御意見等、あるいは市町村、そういっ

たものともうまく連携を図りまして、国に対す

る要望、提言活動を行ってまいりたいというふ

うに考えているところでございます。

私からは以上でございます。

○鈴木農政企画課長 農政企画課でございます。

２ページ目をお開きください。

ＴＰＰにより関税撤廃をした場合の本県農林

水産業への影響試算について御説明を申し上げ

ます。

先ほど説明申し上げましたとおり、国におき

ましては、３月15日にＴＰＰ協定交渉の参加を

表明したわけでございますけども、それとあわ

せて影響試算についても公表したところでござ

います。

この影響試算、幾つかの前提、仮定がござい

ますけれども、関税を即時に撤廃した場合、そ

して追加的な対策を考慮しなかった場合の影響

についてという形で公表されたわけでございま

す。

こういった国の試算を基礎といたしまして、

本県におきましても３月19日、第２回の対策本

部におきまして、本県の農林水産業における影

響額というものの試算を実施したところでござ

います。

概要につきましては、上の四角に囲っている

とおりでございます。農林水産業における生産

減少額1,254億円、多面的機能の喪失額266億円

程度ということで、非常に大きな影響が出ると

いうふうに考えているところでございます。

品目別の影響額につきましては、ページ下段

のほうに表として記載しております。前回の試

算、平成22年11月に行った試算は1,600億円とい

うような試算でございますので、それに比べま

すれば、若干影響というのは減少しているよう

に見えますけれども、依然として本県の農林水

産業の生産に与える影響というのは非常に大き

いということが見てとれようというふうに考え

ております。

品目別につきましては、米あるいは畜産、酪

農、そして林産物、水産物という幅広い分野に

おいて影響があるということで、内訳につきま

しては表のとおりというふうになってございま

す。

私からの説明は以上でございます。

○井手フードビジネス推進課長 フードビジネ

ス推進課からは、先般策定いたしました、みや
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ざきフードビジネス振興構想の推進の考え方に

ついて御説明差し上げたいと思います。

９ページ目のＡ３の資料により説明させてい

ただきたいと思いますので、お開きいただきた

いと思います。

フードビジネス振興構想の推進についてとい

うペーパーでございまして、左側上にフードビ

ジネス振興構想策定の背景と目的というところ

がございます。これにつきまして、人口減少、

グローバル化等、本県を取り巻く環境が厳しく

なる中に、将来にわたって地域の活力を維持し

ていくために、本県の有する強みや特性を生か

しながら、本県の経済を牽引する成長産業の育

成が必要であるという考え方のもとに、本県の

強みであります国内有数の食料供給基地という

部分を生かしまして、裾野の広い産業としてフ

ードビジネスを捉えて、総合的、一元的に推進

していくということとして、本県の将来の地域

経済や雇用を支える成長産業化を図るという目

的などでこの構想はできております。

その下に目指す姿を掲げております。これに

つきましては、フードビジネスと申しますと、

大体、中食だとか、外食だとかという部分に頭

がいくかと思いますが、本県の進めていくフー

ドビジネスにつきましては、この５つの領域と

いうのを掲げております。

まず、生産ということで、マーケットが求め

る安全・安心な農林水産物を今後も安定して生

産・供給をしていくこと、これが最も重要な基

盤の部分でございます。

そして、付加価値を高めるための製造、県内

の素材を中心に多様な加工、食品製造を行って

いく。それを売っていくということで販売。販

路開拓や流通改革により生産者等が利益を得る

価格で販売をしていく。

そのほか、誘致というところで、少しここか

ら裾野が広いという部分になりますが、食の魅

力を使って国内外から人や企業を本県に呼び込

んでいく。

さらにはその周辺、さらにそのまた周辺とし

まして、農林水産物の生産工程や食品加工をす

る中で、例えばビニールハウスのビニールをつ

くるところとか、農業用の資材をつくっていく

ような、そういう企業をさらに呼び込んでいく、

県内で製造していただくと、そういう幅の広い

分野でトータルに進めていくというふうに定義

をしております。

その下に、これまでの取組との違いというと

ころを掲げております。農商工連携であります

とか、６次産業化、ブランド化等、これまでも

県としていろいろなことをこの分野でやってま

いりました。そこと何が違うのかという部分ご

ざいますけれども、私どもとしましては、まだ

まだ本県の抱えてるポテンシャルを全部を生か

し切るにはまだ幅があるんではないかというふ

うに思ってます。そこをトータルに進めること

によりまして、もっともっと広い展開ができる

のではないかと。

そのために、今後の展開のところの一番上に

書いてありますけれども、フードビジネスを成

長産業としてきちんと位置づけて、明確な目標

を定めた上で進めていこうと、そういう考え方

でございます。

実際にどのようにして進めるかということで、

右側のほうに推進の考え方、具体的取組につき

まして、４つの分野で書いております。フード

ビジネスの創出・拡大、フードビジネス振興の

ためのシステムづくり、そして機運の醸成と体

制づくり・進行管理、この４つでございます。

（１）から（４）ということで。
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それぞれ中に取組という形で、どういった方

向で取り組んでいくかということを整理をして

おりまして、（１）のフードビジネスの創出・拡

大につきましては、３つの取組、県産品の販路

拡大、売上増、まず売っていくというところで、

マーケティング、ブランディング、もしくは実

需者とのマッチング、そして物流・販売ルート

の開拓・確保、３つのことを考えておりまして、

例えば宮崎牛の国内外のプロモーション活動の

強化と新たな販路開拓、キャビアの産地を目指

した生産販売体制の確立等を具体的な取組例と

して書いております。

取組２といたしまして、連携等による生産・

製造力の強化ということで、マーケット情報の

活用によるマーケットインの強化でありますと

か、農商工連携、６次産業化などの連携の強化、

この辺を掲げております。

さらに取組３として、関連産業への波及促進、

これは、フードビジネスに関連する産業を育成

したり、集積したり、もしくは「食」をテーマ

としたツーリズムによる誘客等でございます。

これがフードビジネスの創出・拡大ということ

で、ここのところが一番大きな取組になろうか

と思います。

その右側にシステムづくりという形で、その

フードビジネスを進めていくためのいわばサポ

ートの部分でありますとか、情報提供の部分で

ございます。取組がここも３つございまして、

フードビジネスに関する情報の収集・分析・提

供ということで、関連するデータベースを構築

できないものかということで取り組んでいきた

いと思います。

取組２としまして、フードビジネスに係るサ

ポート体制の構築ということで、県内外の大学、

県外の大学も含めフードビジネスにかかわる人

材の確保・活用を図ってまいりたいと考えてお

ります。

３番目に、フードビジネスに係る研究開発の

充実強化ということで、今年度の取組でござい

ますが、商工観光労働部におきまして、食品開

発センターのフード・オープンラボが建設され

るということになりまして、県内の食品加工業

への高付加価値化や新事業の創出に寄与できる

ものではないかというふうに考えております。

あと、（３）と（４）でございますが、これに

つきまして、一番大事な部分、ある意味一番大

事な部分かもしれません。実際にフードビジネ

スにかかわる生産者、加工製造業者、流通業者

さんがこのように取り組んでいるんだと、県全

体として取り組んでいくんだというところを

しっかり関心を持っていただいて、宮崎県産品

を売っていく、加工して売っていくというとこ

ろに意識を持っていただくという部分でござい

ます。

取組例としましては、シンポジウムでありま

すとか、見学会でございますとか、勉強会でご

ざいますとかを掲げております。なお一層力を

入れて、この辺、意識を統一していきたいとい

うふうに考えております。

最後に、体制づくりと進行管理でございます

が、このフードビジネスを推進するための体制

づくりといたしまして、庁内にはフードビジネ

スに関する本部をつくりますし、産学官、金融

まで含めた、官民合わさった推進会議なるもの

を形成していきたいと思っております。

今後の進め方といたしましては、庁内各部局、

フードビジネスにかかわる事業やプロジェクト

に取り組んでいくほか、部局が連携して取り組

むものにつきましては、総合政策部が中心とな

りまして、連携のプロジェクトチームを結成し
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て進めていきたいと思っております。

また、各市町村や関係団体と連携した地域の

ネットワークを張って、課題の抽出や情報共有

を行って、地域課題の解決のためのフードビジ

ネスという形も一方で推進してまいりたいと考

えております。

フードビジネス推進課からは以上でございま

す。

○川野環境森林課長 それでは続きまして、宮

崎県新エネルギービジョンについて御説明いた

します。「委員会資料」は12ページになります。

県では、平成16年に策定しました「宮崎県新

エネルギービジョン」につきまして、昨年度、

１年前倒しで改訂を行ったところでございます。

これは、１のビジョンの改訂の背景と目的に

ありますように、東日本大震災以降、エネルギ

ーを取り巻く情勢が変化してきていること。そ

れから、太陽光やバイオマス発電などの導入実

績値が既にビジョンの目的値を上回っていたこ

とから、社会情勢や本県のポテンシャル・実態

に則したビジョンに改訂し、新エネルギーの一

層の導入促進に取り組み、低炭素社会の実現や

地域振興を図っていくものとしたものでありま

す。

次に、２のビジョンの計画期間でございます

が、平成25年度から34年度までの10年間であり

まして、原則としまして、５年後の中間年に見

直しを行うこととしております。

次の３の経緯でございます。昨年の３月に新

エネルギービジョン策定検討委員会を設置しま

して、検討作業を進めながら、６月には骨子、11

月には素案をまとめ、それぞれ議会にも報告さ

せていただいたところであります。

その後、パブリックコメントや市町村への説

明会を実施しまして、ことしの２月議会には議

案として提出を行い、議決を経て改訂に至った

ものでございます。

次に、ビジョンの概要について御説明いたし

ます。

「資料２」として別冊で概要版をお配りして

おりますが、次の13ページに概要図を掲載して

おりますので、そちらをまずごらんいただきた

いと思います。

まず、この中の３の目指す将来像についてで

ございます。

これは、新エネルギーに期待される役割を踏

まえるとともに、その導入には、県民、事業者

との連携が必要という観点から、「環境負荷が小

さく、災害に強く、活力ある社会の実現」、県民

との協働によるエネルギーづくりを本県の目指

す将来像として掲げたところでございます。

次に、４の重点的に取り組む新エネルギーで

ございます。

本県は日照環境に恵まれていることや全国有

数の畜産、林業県であること、降水量が多いこ

となどから、これらの資源を有効に活用すると

ともに、これまでの取組実績や今後の可能性を

踏まえまして、太陽光、バイオマス、小水力の

３つを重点的に取り組む新エネルギーと位置づ

けたところでございます。

次に、５の基本的方向性でありますが、本県

の目指す将来像の実現に向けて、低炭素社会の

実現、災害に強いエネルギーシステムの構築、

地域振興への貢献の３つの項目を施策の基本的

方向性として定めました。そして、この３つの

方向性に沿って、今後、各種施策を展開するこ

ととしておりまして、次の６の具体的取組にそ

の内容を記載しているところであります。

この内容につきましては、ここで、別冊「資

料２」のビジョン概要版を使って御説明したい
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と思いますので、恐れ入りますが、概要版の６

ページをお開きいただきたいと思います。時間

の関係で主なものについて御説明したいと思い

ます。

まず、低炭素社会の実現の（１）の地域の特

性に応じた新エネルギーの導入でありますが、

ここでは、新エネルギーの種別ごとの取り組み

内容を記載しております。

重点的に取り組む新エネルギーの①太陽光発

電ですが、住宅用につきましては、各種助成制

度の活用や情報提供などにより導入を促進する

こととしております。

また、非住宅用につきましては、発電事業へ

の参入を図る事業者に固定価格買取制度や設置

場所の情報提供を行うとともに、国の補助事業

を活用して公共施設への導入を図っていくこと

としております。

次の②の太陽熱利用ですが、施設園芸の太陽

熱を利用した新しい冷暖房システムについて、

実用化に向けた検討を進めます。

③のバイオマスですが、木質系バイオマスに

つきましては、市町村と連携して発電施設の設

置に向けた調整や助言などを行い、バイオマス

発電の立地を進めます。

また、施設園芸の木質ペレット暖房機の導入

やペレット、チップなどの安定的な供給に向け

た林地残材の効率的な収集運搬システムの実証

実験にも取り組むこととしております。

７ページお開きください。④の小水力発電に

ついてでございます。県が独自に行う電気事業

において、可能性調査などを行い、治水ダムや

維持放流水などを活用した適地への導入を推進

します。

また、農業用水路などを活用した小水力発電

の導入を計画する市町村や土地改良区に対し、

技術支援や国の助成制度の活用などにより導入

を促進します。

次に、ページ一番下になりますが、（２）の省

エネルギーとの連携についであります。

省エネルギーの推進は、新エネルギーの導入

促進とあわせて積極的に推進していく必要があ

ることから、引き続き県民、事業者と行政が一

体となった省エネルギーの取り組みを推進いた

します。

次に、８ページをごらんください。（３）の普

及啓発の推進についてでありますが、各種媒体

による広報活動や研修会を通した普及啓発と太

陽光発電の設置に関する相談の受付や情報提供

などに取り組んでまいります。

（４）のエネルギー高度利用技術の導入促進

についてでございますが、ヒートポンプや天然

ガスコージェネレーションなど、新エネルギー

の利用技術としてその普及を図ることが必要な

ものについても実証試験や情報提供などを行い、

導入を促進してまいります。

次に、災害に強いエネルギーシステムの構築

についてでございますが、災害時の防災拠点や

避難所となる公共施設、民間施設に国の補助事

業を活用し、新エネルギーや蓄電池などの整備

を進めてまいります。

また、新エネルギーの共同利用システムにつ

いての情報提供などを行い、自立分散型エネル

ギーシステムの構築を図ってまいります。

次に、地域振興への貢献についてであります。

（１）の新エネルギー関連産業の育成では、

太陽電池関連産業への支援や県内企業のすぐれ

た技術や製品の発掘などに取り組んでまいりま

す。

次、９ページをお開きください。産学官連携

による研究開発・技術開発の支援では、新エネ
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ルギー関連装置や製品などの実用化に向けた研

究開発などを支援します。

（３）の企業立地の推進では、「宮崎県地域産

業集積・活性化基本計画」を踏まえながら、引

き続き新エネルギー関連の企業立地を進め、次

の（４）の地場産業との協働では、地域独自の

新エネルギーを農業や林業、工業などの地場産

業に利用するための支援を行ってまいります。

以上が具体的取組の主な内容でございます。

ここで、済みませんが、再度、「委員会資料」

の13ページをごらんください。７の戦略プロジ

ェクトについて御説明いたします。

これは、施策の具体的取組の中で、おおむね

５年間のうちに重点的に実施する取組を戦略プ

ロジェクトとして位置づけるものであります。

①から③のプロジェクトは、重点的に取り組む

新エネルギーの太陽光、木質系バイオマス、小

水力のそれぞれの導入を進めるためのプロジェ

クトでございまして、④のプロジェクトは、地

域資源を活用した新エネルギーと地場産業との

マッチングなどを図り、エネルギーの地産地消

を進め、地域経済の活性化を図るものでありま

す。

次に、８の導入目標でございますが、導入目

標値につきましては、平成22年度を基準年度と

しまして、最終年度の平成34年度における値を

設定したところでございます。

まず、発電全体の目標は、現況値の約８倍の83

万4,000キロワットを導入目標としました。これ

は、太陽光発電の導入を加速化させるとともに、

バイオマス発電や風力発電など、今後の設置計

画などを想定して、高めの目標を設定したとこ

ろでございます。

また、熱利用の全体の目標は、バイオマス熱

利用の導入などを想定し、現況値の約２倍の11

万キロリットルを導入目標としました。この新

エネルギーの導入目標が達成されますと、右側

にありますように、電力使用量に対する新エネ

ルギーの自給率は2.8％から約５倍の14.8％とな

り、エネルギー消費量全体では3.2％から約４倍

の12.9％となります。

次に、９の推進体制ですが、県内の有識者や

県民、事業者などで構成します「宮崎県新エネ

ルギー導入促進協議会」を設置し、ビジョンの

進捗管理や施策への提言などを行うとともに、

庁内におきましては新エネルギー関係部局間で

情報、意見交換を行いながら、ビジョンに基づ

く施策の展開を図っていくこととしております。

以上がビジョンの概要でございますが、ここ

で、済みません、またページ戻っていただきま

して、12ページをごらんください。

最後の５の新エネルギーの利活用による産業

振興の考え方についてでございます。

今御説明しましたとおり、新エネルギーは、

関連産業は非常に裾野の広い産業でございまし

て、産業集積に伴う県内産業への波及効果も期

待できるものでございます。また、本県の地場

産業への活用により、地域経済の活性化にも大

きく貢献し得るものでございます。

このため、今後は本ビジョンに基づきまして、

新エネルギー関連産業の立地・集積を推進する

とともに、新エネルギー分野への地場企業の参

入や人材育成、さらには産学官連携による調査

研究・技術開発などへの支援を行い、あわせて、

新エネルギー導入の障害となっている規制の緩

和なども進めていく必要があると考えておりま

す。このような取り組みを産学官や庁内関係部

局の連携強化を図りながら推進し、新エネルギ

ーの利活用による産業振興を図ってまいりたい

と考えております。
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説明は以上でございます。

○岩下委員長 ありがとうございました。執行

部の説明が終わりました。

御意見、質疑ございましたら、御発言をお願

いいたします。

○右松委員 ＴＰＰに関してなんですが、交渉

参加入りが７月下旬の予定ということで、交渉

の妥結がことしじゅうということです。ですか

ら、我が国にとっては残された時間が極めて少

ないわけなんですが、大変日本にとって不利な

ところが、１つは、参加まで、交渉の詳しい内

容、これが公開されていないという、どの国が

どういった主張をしてるのか、その辺がわから

ないというのがまず１点。

それから２点目に、既に決まったことに関し

ては、後から参加する国は拒否できないという、

そういった非常に不利な状況であります。

私としては、安倍総裁が国益をしっかりと鑑

みるということを信じておりますので、あとそ

れから、国との交渉の中身に関しては、これは

国政がやってもらわなければならないと思って

います。

本県にとって、私は非常に大事なのは、まさ

に県の対策の基盤、方向性を決めていくのは、

この宮崎県ＴＰＰ対策本部のわけですよね。過

去２回、会議を開いてます。ですから、この県

のＴＰＰ対策本部というのがどういった協議を

しているのか、この中身に私は極めて大きな関

心を持っております。

その対策本部の議論の中身なんですが、県の

影響を試算されて公表されておりますが、それ

以外にどういった議論がされたのか、そこをま

ず１点伺いたいと思います。

○金子総合政策課長 先ほど御紹介しましたよ

うに、過去２回開催をしてきておりますが、１

点目は、きょうのような資料を使いまして、こ

れまでの経緯をきちんとまず押さえていくこと

を主眼にいたしました。

それから、当然国に対する要望、これをどう

まとめていくかということも協議したところで

ございます。

そして、これは殊さら農政分野が注目されて

おりますが、当然それ以外に県民生活に影響す

るものといたしましては、公的医療保険の問題

でありますとか、食の安心安全とか、そういっ

たさまざまな分野が想定されますので、各種団

体の意見等をしっかり確認していくことでござ

いました。

そして、２回目につきましては、特に総理の

表明後ということもございましたので、このダ

イジェストを紹介しておりますけども、国に対

する要望項目、これを主眼に協議したところで

ございます。

それを受けて、早速22日の要望に上がったと

いうふうな経緯でございまして、今後におきま

しても、各分野さまざまな影響が懸念される事

項については、情報収集に努めていくこともも

ちろんかと思っておりますが、これまで、御紹

介がありましたとおり、交渉のテーブルについ

てないということもありますので、情報が限ら

れているという部分がございます。そしてまた、

今後、交渉のテーブルにつくステージになれば、

さまざまな情報も上がってくるかと思いますの

で、そこらをきっちり情報収集、分析しながら、

県としての必要な対策というのをこの本部会議

を核にしていきたいと思っております。

○右松委員 20分しかありませんから、答弁短

めにお願いしたいんですが。それで、県議会に

も議事録に関して広く公開していただきたいと

いう要望が１点と。
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そして、先ほど国に対する要望と言われまし

たが、これは多くは語れませんけれども、県議

会で可決をした意見書等と河野知事が国に要望

書を出した中身がかなり相違があると。トーン

ダウンしてるような中身になってますから、こ

れ以上は言いませんけど、とにかくそのことを

しっかりと、議論の中身については、私は宮崎

県の農業の強化策ですか、そういったところも

含めて、しっかりと対策を長期的なものも含め

て議論をしてもらいたいというのがございます。

いろんな農業の、宮崎の農業の強化策も、小

規模農家の支援とか、あるいは農業組織のあり

方とか、そういうのを含めてしっかりと、この

対策本部に関しては中身をしっかり、先も見通

して議論してもらいたい。それから、中身の議

事録もぜひ公開していただきたい。それを要望

させていただきます。

次に移りますけれども、フードビジネスにつ

いてなんですが、11ページであります。産・学

・官・金を一体とした、こういったプロジェク

トをつくられております。私は、スキームをつ

くるのは県職員の方はピカ一だというふうに

思ってるんですね。ただ、チームを編成して、

どういう政策を実現していくか、ここはもう避

けて通れない大重要な問題だと思ってます。

そんな中で、８ページにありますけど、構想

の期間が25年から32年です。ですから、成果の

ない８年間にしては決していけないと思ってま

す。宮崎県は本当に大変な状況でありますので、

そこはしっかりと強い認識でいていただきたい

と思ってます。

このフードビジネス振興構想の推進について、

この右真ん中ですが、フードビジネス推進会議、

フードビジネス推進本部の設置とあります。こ

れもこういう推進本部設置をされていくわけな

んですが、その中身とか、その実態が本当にど

うなのか。戦略を遂行していく組織形態になっ

てるのかどうか。

その辺の机上の議論ではなくて、実際に私が

議会で申し上げましたけども、先ほど話があり

ましたが、食品開発センターの有効活用にして

も、フードラボだけじゃだめですよ。北海道の

ように、食品関連で2,300の事業所のうち、1,000

社、半分近くが食品加工研究センター、北海道

ではそうですけども、技術を利用してるんです

よね。ですから、そういったとこも含めて、技

術移転も含めて明確な目標設定と、それに対し

て必ずそれを実現していくという体制づくりを

お願いしたいと、これも要望させていただきま

す。

以上で終わります。

○坂口委員 まず、ＴＰＰ関連で１つですけど、

県の要望の中で食の安全安心を確保するように

求めてるということなんですけど、これをＩＳ

Ｄ条項と絡め合わせたときに、合理的な基準と

いうのが要ると思うんです。絶対壊されない合

理的基準で、だから安全安心なんだと、だから

そうでないんだという、この合理的な説得材料

というのはセットで要望されているかどうか、

ここのところがなければ、これは心もとないと

思うんですけど。

○金子総合政策課長 要望書の文体の中には、

ＩＳＤ条項と絡めた表現はそれぞれ出てきてお

りませんけど、背景にありますのが、アメリカ

の遺伝子組み換えの問題ですとか、食の安全表

示の問題が日本と全然土壌が違いますので、要

は高いレベルを低いレベルに合わせるのではな

く、当然日本の高いレベルの保持ということも、

そういう趣旨も込めまして要望書の中には書い

てるところでございます。
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○坂口委員 ここは大きい分かれ目になると思

うんですけど、合理的な説明根拠というものが

なかったら、何が危険なのという説明ができな

いと思うんですね。残留農薬、検査結果はゼロ

でしょう。遺伝子組み換え、何が問題があるのっ

て、合理的にやってくれとやられたとき、ＩＳ

Ｄは一発で吹っ飛んでしまうと思うんですよ。

国際的な判断の場ですから、国内じゃないです

から。これは今後の課題として、ぜひ研究して

いただきたいというのが一つ。

もう一点、時間がない中で申しわけないんで

すけど、フードビジネスで32年までに2,414億で

すか、上げてくるんだと言われた。この中で、

さらに追加していくコストの分と付加価値が上

がる分と、両方でこの2,400億余りというのは確

保できることになると思うんですよね。

だから、ここでコストを入れりゃ当然上がる

んですけど、そこの今後の方針というのはどう

いうぐあいなのか。極力コストをかけずに利益

を追求していくというものがなきゃだめだと思

うんですけど、それはどんな計画をされてるん

ですか。

○井手フードビジネス推進課長 現況値を示し

てる１兆2,586億につきましても、県民経済計算

における産出額という形の集約をとっておりま

す。つまり、１年間に県内で生産された財貨・

サービスの生産者価格ということになっており

ますので、そのコストをかけている部分につき

ましても、そこに何かしらのサービスが存在し

てたり、それをもってなりわいとしてるような

人たちがいれば、そこを付加されていくという

のが数字上の積み上げという形になります。こ

れを、だから、ある意味、数字のごまかしとい

うふうにとられる方もいらっしゃると思います。

委員おっしゃるとおり、コストそのものは低

減させていくというふうに考えておりまして、

実際の利益、利潤が上がっていくような取り組

みの支援に取り組んでいきたいと思っておりま

す。

○坂口委員 ぜひそこは、これ今説明聞いてる

と、コストをかけていく部分の説明はあるんで

すよ。だけど、どこでとめて、どれだけ付加価

値、ここを上げていくのというのがまだ見えな

いから、これがなけりゃ産業は成り立たない、

これは要望に。

○鳥飼委員 もう時間がないということですか

ら、二、三点だけ。

１つは、最近の世論調査といいますか、最近っ

てこの半年ぐらいなんですけど、ＴＰＰ交渉参

加賛成というような数字が高いという現実が

あって、宮崎県内もそういうふうな傾向にある

んですけど、それをどう見ておられるのかなと

思うんですけども。部長か課長かどちらかお答

えください。

○金子総合政策課長 確かに各種世論調査、支

持する方向が高めに出てるような傾向はあるん

じゃないかなと見ておりますけれども、宮崎と

か、あるいは北海道とか、農業を基盤としてい

る県におきましては、そこらについては、個別

に見ていけば必ずしもそうとも言えないといい

ましょうか、不安材料を多く抱えているような

傾向もあるように、あるアンケート調査で、見

たことがありまして、地域性は当然あるんじゃ

ないかというふうに思っているところでござい

ます。

○鳥飼委員 県内でも交渉参加のほうが多いと

いう現実が一つあるんですね。そうすると、じゃ

あどうなのかとしたら、あれは農協がいろいろ

言うちょっとやわというように軽く受けとめら

れているという、これは極めて深刻な問題だと
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思ってるんですね。ですから、ＴＰＰというも

のの中身について、食糧問題含めて、ここでしっ

かりと県は対策とってもらうし、農協の皆さん

方とか、県民の皆さん方にも状況を把握してい

ただくということが大事だと思うんですが。

そこで、農業以外、今林業とかあったんです

けども、医療とか、労働とか、21分野あるとい

うことですけど、そこらについての庁内での検

討状況なり、そういうのはどういうふうになっ

てるんでしょうか。

○金子総合政策課長 先ほど、御紹介が漏れた

んですが、この「資料１」というＴＰＰ協定交

渉の概要というのがございまして、これは内閣

官房が４月現在で取りまとめたものでございま

して、例えばこの中で７ページを見ていただき

ますと、（参考１）地域シンポジウムで指摘され

た協定のメリット、デメリットというような形

で、特に委員おっしゃられた、下のデメリット

の部分、ここらあたりは出されているところで

ございますが、これは政府が各種団体等にヒア

リング等もやって、まとめた結果をまたさらに

深く個別の意見とかまとめたものがございまし

て、そこらを各部でしっかり共有しながら、Ｔ

ＰＰ対策本部の中でも懸念事項については情報

共有をし合ってるということでございます。

そしてあと、今後つまびらかになってくるん

でありましょうから、そこらについても情報収

集をしっかりやっていきたいと思っております。

○鳥飼委員 概略的なことではなくて、具体的

に福祉保健部では医療の問題がどういうふうに

なっていって、どういうふうな議論がされてい

るのかとか、それ県民が患者になるわけですか

ら、県民はどう捉えているのか、そこもどう広

報していくのかという努力なり、議論がしっか

りやられてるのかどうか。

資料としてつくり、それをいろんな会合の中

で配っていくとか、それをやらないと、中身を

県民の皆さんが知らないままに、これは農業の

問題じゃわと、農協の人たちが言ってるだけじゃ

わというような議論になっていってしまって、

結果としてＴＰＰの本質がわからないままに国

益を害するようなことになりますので、そこは

部長のほうにお願いしておきたいんですけど、

各部局でしっかり対応しなさいと。そして、県

民なり、関係団体にも、その影響について議論

をしてもらう、知ってもらうという努力をお願

いをしておきたいと思います。

もう一つですが、課長から御説明があった新

エネルギービジョンですが、この位置づけにつ

いて、概略だけ御説明いただいたんですけど、

私も成長産業として位置づけていいんではない

かなというふうに思っているわけですが、どう

いうふうな位置づけ、いろいろ計画についての

説明あったんですけども、今後どう展開をして

いくかという基本的な考え方をお聞きしておき

ます。

○川野環境森林課長 １つには、先ほど御説明

した中の戦略プロジェクトというのがあるんで

すけども、本県の強みを生かせるプロジェクト

として３つのエネルギー、そこを中心にやって

いきたい。特に太陽光につきましては、全国的

にも非常に普及が進んでおりまして、これを一

層加速させたいということで、まず関連産業が

非常に裾野が広いということがございますので、

商工部局とも連携をしながら、そういった産業

の集積を図っていきたいなということと。

あと、バイオマスにつきましては、農業、林

業分野での活用ということを重視していきたい。

農業につきましては、今いろいろ検討されてお

りますが、そのクリーンなエネルギーを活用す
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ることで農産物への付加価値を高める。

そして、林業につきましては、未利用資源を

積極的に利用することで、山元への収入につな

げていくというような取り組みが考えられます

ので、地域に密着した資源をどう地域に落とし

ていけるかというところを視点に、各プロジェ

クトごとにワーキングを決めまして、関係部局

が集まって、随時そういうところの協議をしな

がら施策を打っていきたいというふうに考えて

おります。

○鳥飼委員 最後にしますが、要望を申し上げ

ておきたいと思いますけども、新エネルギービ

ジョン、原発がどういうふうな方向に流れてい

くかわからないんですけども、いずれにしても、

宮崎県は、中山間地が非常に多いわけですね。

ですから、バイオマス発電とか、そういうこと

で地域おこしにつなげていくとか、いろんな対

応があって、成長産業として21世紀に非常に極

めて有効な産業ではないかなというふうに思い

ますので、そこら辺も含めてぜひ頑張っていた

だきたいと思います。よろしくお願いします。

○岩下委員長 最後になりますか、緒嶋委員、

よろしくお願いします。

○緒嶋委員 ＴＰＰ交渉がどういう結論になる

かによっては、フードビジネスの構想計画も変

わるというふうに見ていいですか。

○永山総合政策部次長 フードビジネスにとっ

て、ＴＰＰにもし加入ということになった場合、

大きな影響があることは間違いないというふう

に思ってます。ただ、その中でも農林水産業は

宮崎の基幹産業ですから、しっかり育てていか

なければなりませんから、結果がどうあろうと、

成長力、競争力のある産業として対応するため

にも、このフードビジネス推進構想はしっかり

やっていかなければならないというふうに思っ

ています。

○緒嶋委員 その構想の考え方はいいんだけど、

口で言うだけじゃなくて、具体的にするために

は裏づけになるものがなきゃ、農業生産額も減

るわけです、ＴＰＰになれば。影響力がこのよ

うに1,254億、大きく言えばですね。それが少な

くなって、農業生産額が319億の目標年次に本当

に達成できるかどうかということは大きな影響

が出るわけですね。当然これだけ出るという前

提も含めながら、計画がこのとおりになるんだ

という思いをしっかり確保しながら、これは財

源的なものも含めて協力せんと、生産額が減っ

て、これを守っていくということは、これ容易

なことじゃないと思うんですね。

そのあたり相当やらんと。フードビジネスと

いうのは我々も大賛成。特に流通も含めた中で、

日本の農業の中で宮崎県の課題は、流通が東京

市場に向かって一番遠い。新幹線もない、鉄道

も単線だ、高速道もまだまだ未整備だ。そうい

う中で、そういういろいろなことのハンディを

背負いながら勝ち抜かないといかんと。

そうなれば、国の政策もですが、宮崎県とし

て相当な財政的なものも含めてやっていかなけ

れば、かけ声だけで、結果としてはこの目標が

達成できなかったという懸念のほうが大きいん

じゃないかなというふうに思いますし、特にＴ

ＰＰで大きな影響を受けるのは、少なくとも私

は宮崎のような遠距離の農業地帯が一番影響を

受けるというふうに思いますので、そのあたり

を十分頭に入れながら、ＴＰＰ、ことしじゅう

に果たして完全に合意に達するかどうか、私は

不透明だと思います。当然これは早く達成する

ということは、私は難しいんじゃないかなと。

特に日本が聖域を守りながらやるということ

であれば、他の11カ国は、それはなかなか容易
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じゃないというものも出てくるだろうと思うの

で、私は逆に言えば、このＴＰＰが合意しない

ほうがいいんじゃないかというような気もして

おるわけですが。そういうことを含めて、最悪

を考えながら最善を尽くすというのが政策だと

思いますので、そのあたりを十分頭に入れなが

ら努力していただきたいということを要望して

おきます。

○岩下委員長 ありがとうございました。それ

では、時間をまだまだとりたいところでござい

ますが、質疑はこれで終わりたいと思います。

執行部の皆さんは御退席いただいて結構でござ

います。ありがとうございました。

暫時休憩いたします。

午前11時２分休憩

午前11時５分再開

○岩下委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

まず、先日開催されました委員長会議の結果

につきましては、先日の常任委員会で資料の配

付がありましたので、説明は省略させていただ

きます。御協力よろしくお願いいたします。

それでは、協議事項（１）の委員会の調査事

項等についてでございます。

お手元に配付の「資料１」をごらんください。

１の当委員会の設置目的につきましては、さき

の臨時議会で議決されたところでございますが、

２の調査事項は、本日の初委員会で正式決定す

ることになっております。

成長産業・ＴＰＰ対策については、議論が広

範囲にわたることから、有効な提言を行うため

にもテーマを絞る必要があるかと思います。

お手元に配付の別紙をごらんください。特別

委員会設置を検討する際に出されました、当委

員会に関連する各会派からの御意見をまとめて

おります。これらの各会派の意見や先ほどの執

行部からの説明を踏まえつつ、何を調査事項と

するのか、委員の皆様の御意見をお伺いいたし

たいと思います。

○図師委員 おおむねこの出されております案

のほうでいいかと思うんですが、特にＴＰＰに

つきましては、国の動向によって、この委員会

の活動内容も大きく変わってくるであろうと思

われますし、特に３の活動方針の中に、県当局

及び関係機関等からの意見聴取とありますし、

あわせて国からの情報収集、また、あわせて今、

県選出の国会議員が農政関係副大臣にもなられ

ておられるという関係で、かなりリアルタイム

での情報が入ってくるであろうと思われますの

で、その国会議員を含む国との情報交換という

場を積極的に設けていくべきではないかと思い

ますが。

○岩下委員長 ありがとうございます。ほかに

御意見はございませんか。

○徳重委員 フードビジネスの展開なんですが、

これについては今までもずっとやってはきてお

るんですね、宮崎県も。それが実態がよくわか

らないということがあるんじゃないかなと思い

ます。今の予定されてる数字を見ても、５年間

で約1,000億円の収入増というものを掲げておる

わけですが、これが実態がわからないので、何

をしてどうやっていこうかというのが非常に曖

昧なところがあるのかなという気がするんです

よ。どういうものを中心にちゃんと宮崎県は取

り組んでいくかという、もう少し具体的なもの

を我々もちゃんと把握しておく必要があるん

じゃないか。自民党さんが出されていらっしゃ

る実態把握ということについて、もうちょっと

真剣に取り組んでいく必要があると、こう思い
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ましたので、あえて発言をさせていただきまし

た。

○岩下委員長 ありがとうございます。今２つ

の御意見が出ましたけども、ほかにございませ

んか。（「案のとおりで」と呼ぶ者あり）案のと

おりでという御意見もいただきました。

それでは、ただいまの図師委員、そして徳重

委員の御意見も踏まえまして。

○星原副委員長 なければ、いいですか。きょ

う、それぞれいろんな説明を、ＴＰＰからフー

ドビジネス、新エネルギーと説明受けたんです

よね。これは非常に範囲がどれも広くて、１つ

取り上げても特別委員会として成果を出すには

非常に大変ですし、ましてやフードビジネスは25

年から32年まで、新エネルギーは25年から34年

までという、８年間、10年間という、その中で、

これから取り組んでいくのに、我々がどういう

ふうな調査をしていくかということです。今か

ら始まるわけですからね。

今度、我々としては、その一つ一つが、ＴＰ

Ｐの問題にしても、国がどういう方向を見るか

で我々もまた調査の内容が変わってくる。１つ

は、ＴＰＰが流れた場合はどういうふうなこと

になる、逆に締結された場合には、宮崎県とし

ては影響を受ける分野をどういうふうに持って

いくのかとか、そういう調査をするのか、情報

収集だけをしていくのかというものもあると思

うんですね。

フードビジネスは、先ほど出たように、生産

から加工から販路から波及までという６項目。

そういうものに我々がどういう調査をして、こ

の１年間でどういう成果を上げていくか、どう

いう調査をどこまでやっていくかという、ある

程度そういう目標を決めないと、なかなかこれ

は厳しいのかなということで、きょうの協議の

時間を１時間とろうとしたのは、どこら辺をこ

の１年間でやるかということです。

だから、ひょっとすると、この委員会にしたっ

て、１年じゃ答えが出なくて、２年、３年かか

るかもしれない形の部分も結構あるような気も

するもんですから、ＴＰＰのところはどういう

ところまでの調査をしていこう、ことし１年で

ですね。フードビジネスについてはどういう中

身をどこら辺まで、執行部がやっていく政策と

合わせながらの中でどうやっていく。新エネル

ギーも同じことだと思うんですが。

その辺をこの委員会として、要するに県内調

査、県外調査という、下手するとＴＰＰとか、

フードビジネスになると海外調査まで入ってく

るんじゃないかなという、そういう想定の中で、

どこら辺までこの１年間で調査していこうかと

いうことを決めていただかないと、前に進まん

のかなという感じが私自身はしてるんですが。

そこで、皆さん方からいろんな意見出していた

だいて、調査の範囲をどういうふうに持ってい

くか決めてもらわんといかんのかなという気は

してるんですけど、どうなんでしょうかね。

○山下委員 これは特別委員会ですから、先ほ

どの答弁の中でも、ＴＰＰに関係なく、フード

ビジネスの展開をやっていくんだという総合政

策部の方針が出たとこなんですが。僕は行政中

心でビジネスはできないと思うんですよ。

だから、本県は第１次産業が中心であるとい

うことはもうはっきりしてる。では、農業の生

産を継続していくこと、これは出口をちゃんと

やらないといけないということですから、出口

ということは売るべき手段なんですよね。だか

ら、先ほど問題が出ましたように、都市に向かっ

ては遠隔地にあって、非常に物流ということで

コストがかかるんだと。そういう問題も抱えな
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がら、じゃあ本県のフードをどうやってビジネ

スにしていくかということは、ただこういう推

進構想ということはすぐできるんですけども、

具体的に、私はこの特別委員会の中で、本県の

企業、そしていろんなビジネス展開をやってる

戦略、そういうノウハウがいっぱいあるだろう

と思うんですよ。１つは、その辺の県内でのそ

ういう展開をやってるところの調査、そういう

ことをしっかりと見据えて、そこにある程度の

投資、そして人的な支援とか、情報収集とか、

そういうものを具体的に取り組んでいかないと、

ほんの絵を描いただけのビジネス展開というこ

との議論に終始するようではだめだと思うんで

すよね。

本当に５年、10年後を見据えた本県の産業振

興のためには、出口の調査をちゃんとやって、

そのためにどういう手段があるのか。そして、

県内の企業がどういう取り組みをやって、東ア

ジア戦略もそうなんですけども、多種多様な企

業がそのような取り組みをやってると思うんで

すよ。そのようなことをちゃんと見聞して、しっ

かりとそれが県の方針として取り組める方策を

この特別委員会で見出していくべきじゃないか

なということを感じるんですけど。

○鳥飼委員 委員長から先ほどもお言葉があり

ましたので、長期的な課題ではあるんですが、

１年間ということに限れば、私はＴＰＰの問題

ではないかなと思うんですね。中身について、

東大の鈴木先生とか、いろんな人たちが話をし

てきて、概略、我々は頭でわかっているという

のが一つあるかもしれないけど、先ほどもちょっ

と言いましたけども、県民の意識は賛成のほう

が多いというのが現状のようにあるんですよね。

ここでみんなにわかってもらわないかんという

ことは、我々自身というか、行政自身もしっか

りと具体的に提起をしてないというところもあ

るんじゃないかなと。

ですから、その問題点とか、課題とか、どう

いうふうになるのかということ含めて、これに、

星原副委員長の提言でありますけど、この１年

間であれば、私はそこに特化をすべきだ。場合

によっては、韓国が韓米のやつをやってるわけ

ですから、具体的にその状況というのもあるわ

けですから、それを調査に行くとか、それぐら

いやってもいいんじゃないかなと。

この方向性が、ＴＰＰが出てくれば、もし入っ

ていくということになっていけば、今からもっ

と交渉をやっていくんでしょうけど、これはも

う宮崎の農業はやっていけませんよ、というふ

うに私は思ってるんですけど。

ですから、１年間という短期で見れば、ＴＰ

Ｐに特化をしていって、それにフードビジネス

がついてくるような感じになっていったほうが

いいんじゃないかなというのが私の意見ですね。

○中野委員 確かにＴＰＰは大きな問題だと思

うんですよ。ただ、我々議会も絶対反対で陳情

も出したりしてますけど、最終的には国が今こ

う進めている中で、我々がＴＰＰに特化して１

年間活動して、落としどころをどこに持ってい

くか。国がある程度出した中で、あくまでも出

したものに対しても反対と言っても、もう仕方

ないでしょう。

○鳥飼委員 だから、結果としてそういうふう

になったときに、どういう対応をしていくのか

と、次の対策ですかね、それもまた考えていか

ないかんことですよね。それは、具体的にそれ

が実現をしてるところで、どうやっていけばい

いのかというのまで見据えた形で実態調査とい

うか、それを調べていくということになるんじゃ

ないかと思うんですよね。それは確かに国がや



-20-

ることではあるんですけど、宮崎県で、もし国

が踏み出していくとしたときにどうすればいい

のかというのが、そこからじゃないと見えてこ

ないのかなというような気はしてるんですけど。

○坂口委員 この委員会は、まず特別委員会で

常任委員会じゃないということですよね。だか

ら、部局を横断してるテーマについてというこ

とで、ここに４つ上げてるんですけど、フード

ビジネスにしても、総合政策で扱える部分とい

うのが、流通だ何だいろいろ、それは総合政策

の常任委員会で、しかも、時間の長い、息の長

い、何年もかかることだから、やれる部分で、

なぜここなのというのと、それから１年後には

委員長報告をしっかり出さんといかん。その委

員長報告が翌年度以降の県政にどう反映される

かという内容のものじゃないといかんというこ

ととしたとき、もうフードビジネスも限られて

きますよね、やれる部分というのは絞られてく

る。

それから、ＴＰＰなんていうのは、まさに国

策であって、僕らが宮崎でどう言ったってどう

しようもない部分で、だから、このＴＰＰとい

う政策を国としてどうするんだという領域とい

うのは、もう僕らの限界の外になると思うんで

すけど、国の流れを見ながら、宮崎の影響をど

う排除していくことが県内策としてどうできる

のかというのと、そういうことを極力避けるが

ため、あるいは宮崎に利するがための政策の要

望なり、提言というのをいかに国にやらせてい

くか、あるいはやっていくかというとこに絞っ

てこざるを得ないかと。

エネルギーにしても、これは環境があり、企

業局があるわけでしょう。だから、ここには整

理されてますけど、利活用に限る。利活用によ

る産業振興だから、新たないろんなエネルギー

を利活用することによって、その対象となる産

業をどう振興していこうという部分に狭めてい

かないと、まず１年で結論が出せない、成果も

上がらないということと、特別委員会としての

性格が大きく広がるということで、副委員長が

言われるように、かなり絞り込まないと、やれ

る日程だって知れてますもんね。だから、そこ

らをぜひ整理していただきたい。

○星原副委員長 だから、委員長とも協議する

中で、どういう持っていき方をするのかという

のを、成長産業だけでもいろいろあるわけで、

だから、委員会として皆さんがそれぞれ各会派

がこうやって掲げたのをトータルで名前にして

しまったんで、それの中でどう絞り、ＴＰＰで

も、あるいは成長産業の中のフードビジネス、

東アジアでも、下手すると海外まで行って調査

しないとできないものなのかと。どこも同じ競

争してると思うんですよ。47都道府県が同じよ

うな政策打ち上げて、多分いろんな形で６次産

業とか、農商工連携とかというのは、言葉がずっ

と踊ってきたわけですから、最終的にはこうい

う形で、どの県も大体同じような国の政策の範

囲に乗っかりながらやってると思うんですよ。

そういう流れの中で、宮崎としてこの特別委

員会が果たす役割、最終的に、今誰か言われた

ように、最後の委員長報告の中で１年間の調査

の中身をどういうふうに出して、そして次年度

に、先ほど言ったように、フードビジネスが８

年間ですかね、新エネルギーが10年間かな、そ

ういう、そこに向けて、どういうふうに次の展

開に向けて、我々が調査したことから予算配分

とか、次年度からの執行部のいろんな政策に反

映させていけるかと、そういうとこまで考える

と、非常に範囲が一つ一つでも広いなと。

だから、どこの辺までやるかというのをきょ
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う協議してもらわんと、限られた時間の中でやっ

ていく、その中でどこまでの成果が出るかとい

うのを協議してもらわんと、なかなか進まんだ

ろうと思って、そういうふうに思って提案して

るとこなんですけどね。

○中野委員 フードビジネス、いろいろ今机上

で計画をつくってますけど、立派な計画ができ

ます。だけど、それを実施するのは、要はこれ

民間企業です。そういう企業がどうあるかとい

うことを２段階で考えてやる。だから、我々と

してはフードビジネスの計画を見ながら、本当

にこれで実態が動くかということと、フードビ

ジネスの計画から実施までのどこをやるかとい

うのを決めたらいいんじゃないですか。

○右松委員 私も同様なんですが、８年間ある

いは10年間で本当に成果が出るのかなと、本当

に私は懸念を持ってます。そういった中で、１

年間で成果を出すということであれば、構想は

わかりましたけど、年次的な具体的な施策をど

ういうふうに推進していくのか、目標設定も含

めて、そこをもう少し突っ込んで出してもらっ

て、それに対して我々がいろいろ議論していく

中で方向づけを示していくということは必要な

のかなと私は思ってます。

○中野委員 話聞いとったら、フードビジネス

は２次産業まで、フードビジネスやるための機

材機具、そこまで入れた話になってきてたでしょ

う。これは本当、製造業まで、２次産業まで入

れて、これは本当取りとめがない。何もかんも

入れて、本当総合産業です。これは、フードじゃ

ない。

○星原副委員長 フードビジネスで、行政が弱

いとこ、私は販路だと思うんですよね。販路を

今後どういうとこに打っていくか、どういうと

こを活用するか、あるいは消費者はどういった

ものを求めているか。今までの流通制度が農家

を育成してきたのかな。今回のこのフードビジ

ネスは、生産から加工から製造、そして販売と

いう、そういう一連のものを宮崎でやろうとす

れば、最終的に一番困るのは売り先があるかど

うかだと思うんですよね。買ってくれる先がど

ういったものか。

だから、この委員会としては、生産は、宮崎

県はもう農家が今までやってますよね。農協も

やり、県も市町村も取り組んでいる、生産に向

けてはですね。だから、一番取り組みが弱い部

分の調査をして、こういうとこはどういうふう

に持っていこうとするのか。フードビジネスの

部分なんか、そうやって一番弱そうな部分を、

ここに５個掲げてあるんだけど、売り先がどう

いう状況なのかという、どっかに絞った形でも

しないと、全てを調査してというのはなかなか

難しいのかなという気がしてるんですよね。

○中野委員 このフードビジネス構想、平成21

年が１兆2,586億、平成32年度が１兆5,000億、

この数字は恐らく、今、景気がよくなれば、何

もせんでも上がる数字。下手すると、そういう

のを集めて、これだけ成果が出ましたという言

い方になるから、逆にこの積み重ねの数字を最

初に追っかけてもいいのかな。どういう業界の

数字が積み上がってるかというのはね。これ本

当に何もせんでも動きますよ。実態が動く計画

ばっかりでもこれは動いてくるからです。

○新見委員 そもそもの委員会の名称が成長産

業という、本当に長期的な感じのものですよ。

腰を据えてやらないといけないものと、ＴＰＰ

という極めて限られた時間の中で対応しないと

いけないものが一緒になってしまった委員会で

すので。しかし、なってしまった以上は、先ほ

ど鳥飼委員がおっしゃったように、まずはこの
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ＴＰＰのほうの取り組みを、常に国の状況等も

しっかり掌握しながら、この委員会としても、

その限られた状況の中で、新エネルギーにしろ、

フードビジネスにしろ、ＴＰＰの状況を踏まえ

ながら取り組まないといけないと。だから、こ

れは国からの情報等々は非常に大事になってく

ると思いますので、それに敏感に反応できるよ

うな体制をつくっておかないといけないという

認識はあるんですけど、具体的にどうしろと言

われると、なかなか難しいものがありますよね。

○岩下委員長 各会派の御意見を尊重しながら、

そしてこの特別委員会として皆さんの意向を酌

みながらという、その中でこういった形に、か

なり考えに考えた上での状況ができたわけです

けども、各会派を尊重したというのがまずは一

つですね。

○坂口委員 さっきも言いましたように、受け

身の部分と、それから能動的な部分、だから、

数値目標を示したような成長産業とか、そういっ

た類のものについては、もう県が示したわけで

すから、それをいかに具現化していくか、達成

させるかということに一つ委員会として取り組

む。

そして、ＴＰＰはさっきから言うように、全

くの受け身で、今度はここが痛い目に遭うなと

思ったら、その痛みの手だてをどう予測してやっ

ていくかという、それに限られるわけですけど、

その中で常任委員会として取り組めない部分だ

けに絞り込む作業でいいんじゃないかなと思う

んですよ。

これテーマも何もかも全て幹事長会議を経て、

委員会で合意してやってきたことだからですね。

その中で特別委員会がやるべきこと。県政が掲

げた数字を達成させるための取り組みと、それ

から今後起こるであろういろんなことを事前に

的確に予測しながら、その手だてを的確にまた

県に求めていくという、その２つで絞り込むし

かないんじゃないかと思うんですけどね。

○岩下委員長 田口委員、何か御意見があるん

じゃないでしょうか。お願いいたします。

○田口委員 難しいですね、広過ぎて。うちは、

だから、もともと成長産業ということで会派と

しては提案したところだったんですよね。そこ

に今こういう問題があって、ＴＰＰが出てきた

もんですから、その時点からうちは広くなり過

ぎるんじゃないですかということで、幹事長会

議の中でももっと絞り込んだほうがいいんじゃ

ないですかということは提案させてもらってい

たわけですよね。案の定、ここにきて。

○星原副委員長 幹事長会議で一応まとめた。

あとは、この委員会がどういう調査をするか、

最終的には活動する委員会の中で決めれば、そ

れは別にいいと思うんですけど。ただ、範囲が

どこまでやっていいかというのがある。ＴＰＰ

の場合は、先ほどから出ている受け身ですよ、

実際言うてね。方向が決まって、だから、国益

で見たとき、国全体で見たときと宮崎県との比

較で、宮崎県にとってはマイナス、国全体とし

てはプラスかもしれないという見方になる部分

とあって、ＴＰＰがもう我々は反対だから、御

破算になれば別に問題ないんだけど、決まった

場合に、宮崎に与えられる影響が、こういう影

響が出るというんなら、それに向けて、それを

少しでも、その影響を少なくするためにはどう

するのかというような部分で何か調査していく

のか、その影響との割合をどうしたらいいのか

という、そういうことならできるかもしれませ

んけど、その方向が決まらんのになかなか調査

も、情報収集だけはインターネットでも何でも

とろうと思えばできると思うんで、あるいは情
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報を地元国会議員からでもいろんな情報はです

ね。ただ、委員会として、だから、何をどうい

うふうな方向づけをしていくかということにつ

いては、なかなかそこら辺は決まらんと難しい

ような気がするもんですからね。

○岩下委員長 図師委員、何か御意見、新エネ

ルギー関係も入っておるようでございますが、

何か御意見お願いします。

○図師委員 最初の発言のとおりなんですが、

このＴＰＰに関しては、タイムスケジュールも

もうおおむね出ておりますので、この特別委員

会の活動としても、この７月の交渉参加が決定

する前に、ある程度ＴＰＰの調査というのは重

点的にやって、また、７月以降、９月の交渉会

合でどのような内容になるのかというのを捉ま

えながら、流れるならまた、次の調査項目に重

点を置いてもいいし、そのままＴＰＰがこの重

点項目も無視したままで進むのであれば、逆に

県の農業を守るためにはどういう政策を、また、

補助をつくってもらう、引っ張ってくるという

ような活動も必要かと思いますので。７月の参

加交渉、参加決定がどうなるかまでというのは

ＴＰＰ重点で、また、その後の活動は、鳥飼委

員も言われましたけれども、付随的になるかも

しれませんが、エネルギーにしてもフードビジ

ネスにしても、２つ目、３つ目の活動にならざ

るを得ないのかなという気はしておりますが。

○岩下委員長 ありがとうございます。

○鳥飼委員 基本的には今の議論を踏まえて、

正副委員長で進めていただければいいのかなと

思うんですけども、私は、もう一遍申し上げま

すと、ＴＰＰでどうなるかというの一つありま

すけど、６月ごろに安倍政権が成長戦略を発表

しますよね。恐らくその中に医療とか、環境と

かというのがちらほら上がってきてますので、

そういうものとか、エネルギー問題とかいうの

が上がってくるんではないかなというふうに

思ってるんですね。

ですから、基本的には、先ほど申し上げたの

と同じで、ＴＰＰに加入するしないは別にして

も、もし加入した場合はという問題点にどう対

応していくのかというのも含めて、この２つの

課題もこの委員会の中へ上がってくるとすれば、

議論をしていけば、私は宮崎県としての対応策

というか、どこをどう頑張ればいいんだという

のは、ある程度出てくるんじゃないかなという

気はするんですけどね。

○緒嶋委員 フードビジネスは、行政と我々が

やるんじゃなくて、さっきも出たけど、民間の

皆さんがフードビジネスに対してどういう取り

組みが必要と思うかという、民間の人たちを対

象にできるだけしたような中で、我々としては、

そういうことであれば、行政もこれはこうある

べきじゃないかという、どっちかといえば、我

々は民間を重点に勉強の対象にして、その中か

ら新たなフードビジネスの将来展望を行政、執

行部に対してどうあるべきじゃないか、民間は

こう考えておるが、そういう意見は反映される

のかどうかというような、我々の視点を行政と

の、執行部との取り扱いよりも、民間との我々

の接点の中で課題を見つけ、また課題解決に進

むという方向のほうがいいんじゃないかなとい

う気がするんですけどね、我々特別委員会とし

ては。それは、常任委員会では、もう行政との

やりとりが中心であるので。違いを出していっ

たほうがいい。

○岩下委員長 ありがとうございました。お聞

きしますが、１番目の設置目的のその表現です

けれども、成長産業及びＴＰＰに関する所要の

調査活動を行うことを目的とする。これは、皆
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さんの御意見を踏まえた上で、この目的でよろ

しいですね。

あと、調査事項なんですけれども、フードビ

ジネスの展開と取組に関すること、その中身の

中で、民間人のそういった対応とか。

○緒嶋委員 できるだけそれを中心的にやって、

その中から課題を我々が逆に執行部に提案する

というような形がいいんじゃないか。我々と行

政だけでやるんじゃなくて。

○岩下委員長 民間人も交えてですね。

○緒嶋委員 意見を聞いて、民間のノウハウと

いうか、考え方を、それを行政に反映させるよ

うな、我々が特別委員会に持っていくのがいい

んじゃないかというような気がするけどね。

○岩下委員長 それと、ＴＰＰ協定の本県への

影響とその対策に関することというのは、これ

は御意見を踏まえた上で調査するということで

よろしいでしょうか。

新エネルギーの利活用というのは、これは利

活用を核として調査するということになるんで

しょうか。いかがでしょうか。新エネルギーの

利活用による産業振興に関することということ

で２番目に上がってるんですけど、これはどの

ように取り計らったらいいかと思いますが。

○緒嶋委員 利活用する前に新エネルギーが普

及しなきゃ利活用にはならんわけよ。だから、

太陽光とか、小水力とか、バイオマスとかをど

う推進するかということが進んできた後で利活

用になってくるってわけや。だから、そういう

ものの新エネルギーをどう、成長させる中で利

活用するかというふうにこんと、利活用しましょ

うと言っても、そういう新エネルギーが大きく

ならんと利活用にならんわけじゃ。

○星原副委員長 その辺は、多分どういった課

題があるのかということを、太陽光については

どういった課題が、普及させる意味ではどういっ

た課題、そのほかのバイオマスとか、いろんな

そういうものにどういった課題があるのかって、

これだけでも一つ一つ調べていくのでも結構ま

た調査の中身は範囲があると思うんですよ。

○中野委員 それと、この新エネルギーは、電

気に特化して言えば、九電との絡みがあるじゃ

ないですか。つくったら何でもオーケーですよ

という話じゃない。そこ辺も含めて、今はもう

ソーラーだってある程度きとるし、そこ辺の問

題点。

○星原副委員長 それは、だから、売電の部分

でも、42円が三十何円に変わると、慌ててみん

な今やったりして。

○中野委員 つくりますと言うけど、簡単に買っ

てくれないのが問題点。

○星原副委員長 広げられるのかどうかという

こと。

○岩下委員長 ３月で一旦締めて、３月で42円

で買い取ると。それ以降は32円ということでやっ

てましたよね。３月末が一応一旦締め切りだと

言ったんですけども、その段階で、九電とか、

国の判断で、例えば２億なら２億ぐらいの予算

の中で太陽光発電を計画してたんですけども、

３分の１程度だったら認めますということで最

初はなってたんですよ。次情報が入ったのは、

来年度まで受け付けますと。それで、３分の１

と言ったけども、全部を認可しますというよう

なぐあいに変化してがらっと変わるんですよね。

○中野委員 だから、そういうのを含めて、今

後、新エネルギーつくったって、どうやって使

うかというと、九電を通さんと使えんわけやろ

う。そんな仕組みの話も要るのじゃないかな。

ただ、ここはやたらにビジョンではつくるつく

ると、これ言ってるだけでね。
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○鳥飼委員 今、議論されてるのが、どうなる

かわからんけど、発送電分離とかいろいろある

わけですね。一方ではそれがあるし、今、買取

制度はもうスタートしてるわけですから、それ

を宮崎県の人たちが食っていける手段にできな

いかどうかというような思いが私はあるんです

けど、ですから、書く部分にはこういう感じで

もういいんじゃないかなと。あとは正副委員長

が、調査を進める方針を立てる上で、そういう

議論があったということも踏まえて、調査活動

とかそういうのを決めていっていただければい

いんじゃないかな。

○岩下委員長 新エネルギーの利活用によると

いうのを入れていきますか、それとも新エネル

ギーによる産業振興に関することというわけで、

利活用の文言を除くわけですけども、それを踏

まえた上でということで、利活用を一応この文

言の中から外すというのはいかがですか。

○緒嶋委員 提案してきた会派はどこ。

○図師委員 我々の会派の中でも、今中野委員

が言われたような問題点が今後ますます大きく

なるだろうと。県がこういうエネルギービジョ

ンを前倒しでつくったにもかかわらず、国のエ

ネルギー政策、エネルギーミックス論がまた見

直しになって、また原発の再利用が進んでくる

ようなことがあったりすれば、今委員長も言わ

れるような買取価格がまたどうなるかも不透明

ですし、そういうものが、県が進めてるこの新

エネルギーの政策と国との整合性がずれ始めて

ると。そのずれがまた大きくなるんじゃないか

というところの調査をしていってはどうかとい

う話が会派内では出たとこでした。

○岩下委員長 ありがとうございます。調査事

項のほうですけども、この１から４番まで、こ

れはこれで、もう文言としては一応これを採用

という形の中でよろしいでしょうか。中身につ

いては、今御協議いただいたことで踏まえてい

くということで。

それともう一つ、４番目ですが、海外戦略の

取り組みに関すること。当然フードビジネスと

か、東アジア戦略というのが出てきてますけど

も（「ＴＰＰもそうですよ」と呼ぶ者あり）これ

を踏まえてこの４項目ということで、あとは調

整をさせていただいてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 次に、協議事項（２）の委員会

の調査活動方針・計画についてでございます。

活動方針につきましては、「資料１」の３のと

おりでございます。

活動計画につきましては、「資料２」をごらん

ください。これにつきましては、議会日程や委

員長会議の結果を考慮して、調査活動計画（案）

をしておりますが、日程に関連する事項で御報

告があります。

この中で、８月27日から28日にかけて計画し

ている県南調査に関連して、先日、執行部より、

県南調査と重複する８月26日から29日の日程で、

知事をトップとする訪問団による、県香港事務

所の開所式と香港での物産・観光のＰＲレセプ

ション等が実施される予定であるとの報告を受

けました。このことを踏まえまして、活動計画

案につきまして何か御意見がありましたらお願

いいたします。県南地区の視察と香港の事務所

の開所式がダブっておるもんですから、その日

程の変更とか、そういったことであります。書

記のほうからその資料を、よろしいでしょうか。

○松浦書記 今、委員長がおっしゃいましたよ

うに、行事の重複があるということで、この場

で、既に予定案に入っております県南調査の日

程を変更するかしないかということを御協議い
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ただくということであれば、この日程であれば

議会としてのスケジュールは入ってないという

資料を用意しておりますので、それを見ていた

だいて、また御検討いただけたらと思います。

資料を配らせていただきます。

○岩下委員長 ですから、この委員の中で、い

ろんな担当役をされてる方もいらっしゃるもん

ですから、この特別委員会とダブってでも香港

にも行かなきゃならんという方も出てくるんで

はないかというところでですね。（「香港に行き

たい人がかなりおれば、変えんとしゃあないん

じゃないと、それは」と呼ぶ者あり）

○右松委員 商工建設はどうかわかりませんけ

ど、香港に行くんであれば、県南調査は県南調

査でやったほうがいいと思うんですよね。

○坂口委員 その前に、まず香港に行くのか行

かないのかを聞いて、行かなければもう、これ

は最優先事項ですから、県南調査というのは。

これはもう我々の義務ですから。海外は、やる

かやらないかは、これはまたそのときの状況で

決めていくわけやから、まず行くか行かないか

で、行く必要があるとなったときは、この日し

かありませんか、この日以外でもいいんですか

ということからやっていかないと。それが先。

○岩下委員長 山下委員、何か御意見ございま

せんか。

○山下委員 いいや。

○岩下委員長 この日程案、県南地区の日程案

のほうで実施してよろしいでしょうか。（「いや

いや、そうじゃない」と呼ぶものあり）違いま

すか、行かれるということですか。（「行く必要

があるかないかということ。視察として行くわ

けでしょう」と呼ぶものあり）特別委員会とし

てという意味ですか。（「いやいや、それはわか

らんですよ。どういう説明されてるのか」と呼

ぶ者あり）

○田口委員 さっきさらりと言われたんで、26

日からの香港のスケジュールをもうちょっと詳

しく教えてください。

○松浦書記 行事がダブっております執行部の

行事について御説明いたします。

主な内容としましては、県の香港事務所のオ

ープニングセレモニーがあるということで、知

事をトップとし、ＪＡの経済連の関係の方々と

かが入った訪問団を結成しまして、今のところ

チャーター便を飛ばす予定というふうに聞いて

るんですけれども、そういった形の宮崎県訪問

団です。日程としましては８月26日月曜日から29

日木曜日までの予定です。行き帰りとも今のと

ころチャーター便を予定してるということです。

それで、議会に対しましては、今のところ正

副議長に御案内するような形になってるという

ことであります。

○岩下委員長 書記からの説明は以上です。

○星原副委員長 今説明あったとおりで、チャ

ーター便を飛ばすということらしいんですよね。

そうすると、多分百五、六十名の、通常の機種

でいけばそれぐらいじゃないかな。こういうふ

うになったときに、要するに県内から経済界や

らいろんな団体も多分ひっくるめて行く、チャ

ーターして行くということになれば、それを多

分いろんなところにお願いやらいろいろ行くん

だろうというふうに思います。

ただ、我々のこの特別委員会が、だから、フ

ードビジネス関連とか、東アジア戦略関連とか、

いろんな意味で、この香港の調査、要するに事

務所の開設もなんですが、いろんなそういう状

況調査に行くか行かないかなんですよね。この

委員会としても、そのチャーター便を利用する

のに、人が集まれば別に関係ないと思いますが、
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もし集まらないようであれば、多少そういうの

に乗っかっていって、宮崎県の心意気ちゅうか、

そういう流れを見せるのも、一つには向こうに

対する影響もあるのかなということがあって。

要はこの委員会として、だから、関連するかし

ないかと。まず、この期間のときに、県内の調

査とどっちをとったらいいかということで。だ

から、実際は、委員長が言うように、これに行

くか行かんかをやって、ここのメンバーが行か

なければ、もう今までどおりの計画の日程で県

内調査をすればいいだけの話なんです。その辺

の意見を聞いてから決めないかんだろうという

ことで、きょうここに持ち出しただけで。

○坂口委員 セレモニーと何があるんですか。

今予定は。

○松浦書記 今わかっておりますのが、県の香

港事務所のオープニングセレモニーとＪＡ経済

連香港事務所との合同プロモーションと香港で

のトップセールスと、あと香港市場の調査など

が今のところの予定ということで、まだ詳しい

内容については確定はしていないということで

す。（「まだ細かくは決まってないんですよね」

と呼ぶ者あり）

○岩下委員長 ただ、日程だけが今のところ決

まってるということですけど。

○坂口委員 他の委員会と比較してどうなのか

というのが一つと、それから空席が出るから、

議員の皆さんどうですかというんだったら、ま

た全議員にやってそれから決めていかないと、

ここは最優先すべきはとにかく調査活動ですよ

ね。まず、この最優先すべきもの以上に優先す

べき課題かどうかというのを整理しないと、今

の説明じゃそこのところがわからん。

○岩下委員長 ですから、まず執行部のほうか

ら説明があったのは、とにかく議長のほうには

要請をしておりますと。あとの中身については

まだ詳しく決まっておりませんと、これから。

ただ、日にちが重なってるもんですから。いか

がですか、香港に行かれるというのは、幾らか

希望される方はいらっしゃるんでしょうか。

○鳥飼委員 ほかの委員会にもこんな話出てる

んですかね。（「商工は出てたみたいです」と呼

ぶ者あり）

○松浦書記 ３つの特別委員会の県内調査の日

程に重複してるスケジュールになっております

ので、全ての特別委員会の委員長に御説明して

ます。それぞれの委員会でお諮りして、スケジュ

ールについては変更されるのか、もうされない

のかというのは御協議されていることと思いま

す。

○鳥飼委員 そしたら、幹事長会議かなんかで

もんでもらって、それで統一的にやったほうが

いいことはないでしょうかね。

○星原副委員長 もう一点、もうここまできま

したので話しますと、事務局にそういう、この

委員会としての予算的なものですよね、あるの

かと聞いたら、ことしの予算ではまだ組まれて

ないんですよ。現実にこの委員会で行くだけの

予算がなかなか厳しいんで、私は厳しいのかな

と思う。だから、総務課のほうに言ったのは、

執行部のほうで東アジアの経済交流戦略とか、

フードビジネスとか、いろんなことを政策出し

てきたとなったら、議会が調査に行くかもしれ

んから、少しぐらい予算を見とかないと、予算

なしでは何も動けんじゃないかという話はした

とこなんですけど。

だから、ことしの場合、個人で行かれれば別

として、この委員会としてで行くというのは厳

しいのかな。予算的なものが組まれておりませ

んので、最終的に言えば厳しいのかな。あとは
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個人で行く人がいた場合に重なってしまうから、

それをどうするかの形の判断をしてもらえれば

いいのかなと。

○岩下委員長 まとめたいと思うんですが、原

則として、この活動計画を御承認いただいてよ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 ありがとうございます。それで

は、この案のとおり、今後１年間の調査活動を

実施していくことにしたいと思いますが、御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、そのように決定いた

します。

○緒嶋委員 我々の成長産業いろいろあるわけ

で、必要があれば、このとおりだけど、臨機応

変というか、もう一回勉強せないかんじゃない

かというときが来るおそれもあるから、そうい

う柔軟性も必要な面もあるんじゃないかと思う

から、あとは委員長、副委員長に一任だけど、

このとおりということだけではどうかなという

気もします。ＴＰＰにしても後がどうなるかわ

からんし、結論が出た場合には、もっと鋭意我

々もいろいろと対策を考えんといかんこともあ

り得るだろうからね。

○岩下委員長 御意見ありがとうございました。

あと柔軟性を持たせる必要があるということで、

正副委員長に御一任いただいてよろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 ありがとうございます。

次に、協議事項の（３）の県内調査について

でございます。

再び「資料２」をごらんください。先ほど決

定しました調査事項を踏まえまして、県北調査、

県南調査の調査先につきまして、御意見等がご

ざいましたらお願いいたします。何かございま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 よろしいですか。御意見や御要

望がないようですので、県内調査先の選定につ

きましては、正副委員長に御一任をいただきた

いと存じますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、正副委員長で準備を

進めさせていただきます。

次に、先ほど協議いただきました調査事項を

踏まえまして、次回の委員会での執行部への説

明資料要求について、何か御意見や御要望はご

ざいませんか。

○鳥飼委員 私は、各関連をする部分、報告す

るところがあるかどうかは別にして、農業とか、

そういう、それ以外にもＴＰＰの問題で21項目

あるわけですから、そういう対策をとっている

ところがあれば報告をしてもらったほうがいい

と思いますけど。恐らく対策とってないと思い

ますけどね。

○岩下委員長 ありがとうございます。ほかに

ございませんか。資料関係で何か必要なものは

ありませんか。

○緒嶋委員 それと、１つは、九電なんかの電

気政策というか、今後いろいろな買取制度を含

めて、九電としての、それは九電は会社として

の考え方があるだろうと思うけど、１回、どう

いう考えを持ち、どういうような将来的な展望、

それは発送電分離とかいろいろあるから、それ

は反対ということはわかってるけど、そういう

ことを含めて、九電の今の行き方を１回我々が

勉強する必要があるんじゃない、どう考えてる

のかという、将来的には。そこ辺が１回、特別
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委員会のときにですね、１回、支店の幹部を呼

んでから聞いてみたらどげんかな。建前しか言

わんだろうけどよ。ただ、会社は会社としてど

う考えておるかということを我々は知っておく

必要があると思うんですよね。会社が言うこと

が正しいとか、正しくないとかということは別

として、会社がどう考えておるのかというのは、

我々が直接聞くことが必要じゃないかと、勉強

のために。向こうは自分の都合のいいことをも

ちろん言うだろうけど、どういう都合のいいこ

とを言うかも聞くことが必要じゃないかという

気がするとですけどね。我々はそれに反論もし

ていいわけじゃ。

○岩下委員長 九電の考え方も知りたいという

ことでございます。ほかにございませんか。

○星原副委員長 できれば、さっき出た、民間

の人たちの積極的にいろんな意見を聞いて、そ

れを受けて執行部あたりにどうだというような

形のものは取り上げていかないかんですね。

○鳥飼委員 おひさま共和国とか、そういう自

然エネルギーを推進する民間の団体があるんで

すよ。だから、そういうところも聞くといいか

もしれんですね。

○緒嶋委員 いろいろな意見を聞くことが必要

だと思うんですね。

○星原副委員長 民間の情報を収集して執行部

にくっつけていく。

○緒嶋委員 そうそう、それが我々の仕事じゃ

ないかと思う。

○岩下委員長 それでは、皆様の御意見などを

参考にいたしまして、次回の委員会の説明資料

等を要求したいと存じます。

最後になりますが、協議事項（５）のその他

でございますが、委員の皆様から何かございま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、「資料２」のほう、ただいまいろい

ろ御意見をいただきましたけども、調査活動計

画（案）でございますが、御了承いただきまし

たけども、この日程で一応決まっておりますけ

れども、この中で、九電のお話とか、民間人の

話を伺うという形になってくると、この計画の

中でいいのかどうか、あとまた足してするのか

どうかというのはいかがでしょうか。正副委員

長に御一任いただけますでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 ありがとうございます。では、

そのようにしたいと思います。

次に、次回の委員会は、６月定例会中、６月21

日金曜、午前10時からを予定しておりますので、

よろしくお願いいたします。

それでは、以上で本日の委員会を閉会いたし

ます。ありがとうございました。

午前11時59分閉会


